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第６８回 全国公立学校教頭会研究大会 札幌大会 
第３分科会 教育環境整備に関する課題① 

 ◇提言者 和歌山県古座川町立明神小学校 教頭 小賀 亜己 先生 

 ◇提言主題 地域と共に歩む魅力ある学校づくり 

～学校運営協議会のさらなる充実に向けた教頭の役割～   

◇概要 
 学校運営協議会設置後、保護者や地域住民の声を学校運営に反映し 
やすい仕組みが整えられた。町ぐるみの協働体制と日常的なネットワ 
ークの良さを背景に、「継続性」「協働性」「関与性」の３つの視点を生 
かしながら、学校運営協議会のさらなる充実に向けた教頭の役割につい
て研究した。主に、「CS に対する理解の促進」「学校運営協議会の進め方
の改善」「学校と地域をつなぐ架け橋として～教頭のマネジメント力の発
揮」について取り組んだ。 
 成果としては、既存の仕組み（CSマイスター派遣制度等）を活用
し、研究を継続的・協働的に無理なく進めることができたこと、地域による教科支援や協働活動
が進み、教職員の働き方の見直しにつながったことが挙げられた。 
課題としては、CS制度への理解の浸透、校種間連携の継続、成果の可視化が挙げられた。 
 

◇グループ協議 
「学校と地域の協働を深化させ、学校運営に地域の力を生かすための副校長・教頭の役割」を
柱に協議が行われた。 
・教頭としては、教職員や関係する方々の負担にならないよう調整すること、教職員のニーズを
外部に伝えること、さらに地域の方々の思いを教職員へ伝えることが役割となるのではない
か。 

・教頭が中心となることが多く、教職員の地域への参画意識を高めることが課題である。 
 

◇主な指導・助言 

〇札幌市教育委員会学校教育部教育課程担当課義務教育担当係 指導主事 髙橋 謙介 先生 
「一貫性・連続性のある教育」子供の学びや育ちを校種を超えた教職員で支えるために 
・互いの違いを教職員が理解した上で「不必要な違い」を取り除くこと   
・子供の発達の段階に応じた「必要な違い」は残すこと 
・その違いを乗り越えるたくましさを身に付けられるよう、教職員と保護者、
地域が一体となって子供を支えること 

・「子供主体の CS」の仕組みづくりの中核を担うのが教頭である。 
〇千葉県市川市立真間小学校 校長 関原 一久 先生 
「教頭のウェルビーイングを目指して」学校と地域の間に立つ負荷をどう軽減し、持続可能に
働ける状態をつくるか？ 

・「多忙化の解消」地域学校協働活動推進員の配置 
・「運営体制の革新」学校運営協議会に児童・生徒の声を反映 
・「可視化の共有」コミュニティカレンダーの作成 

 ・教頭のウェルビーイングが保たれる学校では、教職員や地域との関係も安定し、学校運営協
議会の質も高まる。 
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第３分科会 教育環境整備に関する課題② 
◇提言者 北海道函館市立旭岡中学校 教頭 鈴木 亮 先生 
◇提言主題 安心して学び 共に成長できる 教育環境整備における教頭の役割 

      ～校内支援体制の再構築と「しなやかに歩み続ける力」を育む学校づくり～ 

◇概要 

 教頭が学校経営の中核として「継続性（Continuity）」「協働性

（Collaboration）」「関与性（Commitment）」の「３C」を効果的に

発揮し、校内教育支援センターをはじめとする支援体制を再構築するこ

とで、すべての子供たちにとって安心できる「居場所」を校内に位置付

けた。その取組を教頭会として普遍化・共有化することをねらいとして

研究してきた。これまでの研究の蓄積と新たな取組を通して、校内教育支援センターの位置付け

が明確になり、組織的に支える体制が整ってきた。 

 成果としては、時間割への担当明記やケース会議の定例化などにより、支援が特定の教員に依

存しない仕組みが構築されつつあること、支援センターを利用する子供は、他者との関わりを通

して徐々に自己表現や協働活動に参加する姿が見られるようになってきたことである。成功体験

を積み重ねる中で、自分のペースで挑戦しようとする意欲も芽生えてきた。 

 今後の課題としては、持続可能な支援体制の構築、学びへの接続のさらなる深化、デジタル学

習基盤の効果的な活用、評価・評定への適切な反映が挙げられた。 

  

◇グループ協議 

「校内支援体制を再構築し、多様な背景をもつ児童・生徒の『居場

所』を保障するための副校長・教頭の役割」を柱に協議が行われた。 

・校内支援体制の人員確保が難しい。対応する教職員の専門性や対応力

を高めるための人材育成・マネジメントも必要である。 
・「サポートルーム」の利用について、教頭が中心となって人員配置のシステムをつくっている。

教職員の理解に差があり、フォロー体制の構築が課題となっている。 

・サポートルームと担任をつなぐ役割を教頭が担っていく必要がある。 

◇主な指導・助言 

〇札幌市教育委員会学校教育部教育課程担当課義務教育担当係 指導主事 髙橋 謙介 先生 

「子供一人一人の教育的ニーズに応じた支援・教育」 

～不登校支援 未然防止・早期発見・早期対応のために～ 

① 他者との関わりを生む活動で楽しく安心して過ごせる居場所づくり 

② 日常的な声かけや心の健康観察アプリを活用し、不登校の予兆をキャッチ 

③ 学びの支援委員会等の校内支援体制に基づき、学校全体で迅速に対応 

 

〇千葉県市川市立真間小学校 校長 関原 一久 先生 

＜教頭のマネジメントによる成果＞ 

教頭のマネジメントによる学校風土の変容、生徒・保護者・教職員のウェルビーイング向上 

 

＜提案１＞持続可能な支援体制 

・支援者を掘り起こし、改めて地域で子供たちを支える。 

・市民ボランティア、大学生ボランティア、地元企業ＣＳＲ、保護 

 者ＯＢ、教育関係者ＯＢの活用 

 ＜提案２＞デジタル学習基盤の効果的な活用 

  ＩＣＴ活用実践 

 ・オンデマンドの授業配信（教科・単元） 

 ・オンライン授業の配信（教育委員会との連携） 


